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The relaxation behavior of the compressive stress in nickel-based alloy 600 introduced by WJP and buffing 

stress improving treatments has been investigated. Hardness reduction behavior in WJP and buffing processed 

samples during thermal aging has been found to follow the Johnson-Mehl-Avrami equation and the rate 

constant for hardness reduction to be expressed by the Arrhenius equation. EBSD crystal orientation analysis 

has confirmed that the strain is introduced mainly in the surface region. Positron lifetime analysis has revealed 

that the positron lifetime of the WJP and buffing processed samples is longer than that of solution heat-treated 

sample, indicating the lattice defects have been introduced in the stress improvement process. In addition, it 

becomes apparent that a large amount of vacancies introduced have been annihilated after thermal aging, 

however some part of dislocations have still remained. Based the results, the mechanism for stress relaxation 

behavior of WJP and buffing stress improving treatments has been discussed. 
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１．緒言 

原子力発電プラントの高経年化に伴い発生する経年劣

化事象の一つである応力腐食割れ (Stress Corrosion 

Cracking: SCC)の防止対策として、溶接に伴って発生した

引張残留応力を圧縮残留応力に変化させる応力改善が有

効である。現在、原子力プラントにおける残留応力改善工

法として、ウォータジェットピーニング(Water Jet Peening：

WJP)、レーザピーニング(Laser Peening：LP)などピーニン

グ工法および、表面研磨による応力改善工法が原子力プ

ラントの予防保全工法のガイドラインとして制定される

とともに、実機へも適用されている[1-4]。 

しかしながら、実機PWRプラント運転時には炉内の温

度はおよそ 300 ℃にも達し、前述の残留応力改善工法に

より導入された圧縮残留応力は熱時効初期において緩和

する可能性も報告されている[5]。これについては過去の

研究[6,7]により、ごく表面付近では短時間で回復による

応力改善効果の減少が生じるが、その後の応力改善効果

は長期安定であることが示唆された。しかしながら、その

応力緩和挙動に関しては組織解析や速度論的検討など詳

細なメカニズムの解明はほとんど行われていない。その

ため、各応力緩和工法による効果の安定性や施工部の耐

SCC性の尤度も明確にされていないのが現状である。 

先行研究[8,9]では機械加工が施工されている、実機運

転を想定した実験が行われたので、各応力改善工法施工

前の機械加工の影響と各応力改善工法の効果が明確して

ない。そこで本研究では、機械加工が施工されていない、

WJP とバフ研磨のみ施工するというような非実機環境に

ついての実験を行い、硬度低下挙動の速度論的検討、

EBSD 結晶方位解析および陽電子寿命法を用いて、圧縮

残留応力の緩和挙動とメカニズムを検討した。 

 

２．供試材料および実験方法 

本研究で用いた供試材料は、Table 1に示す化学組成を

有するNi基600合金である。試験体は100×50×10 mm3の

寸法を有する板材であり、WJPとバフ研磨を実施した。  
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実機温度下における硬さの低下挙動を検討するため、

熱時効試験を実施した。保持時間が 1hr 以上の場合はマ

ッフル炉を、1hr 以内の場合は高周波加熱装置を用いた。

高周波加熱装置を用いる場合の昇温速度は30 ℃/s程度と

し、マッフル炉においては設定温度まで昇温した炉内に

試験片を投入することにより昇温した。冷却はいずれの

装置を用いた場合も水冷を行った。速度論的検討の熱時

効条件は290、340、390、440 ℃の4つの温度条件に対し

てそれぞれ5つの時間条件とする、合計20条件で行った。 

硬さ試験は試験片切り出し後の断面に対して行った。

試験片6×6×10 mm3に切り出した後、断面に対して耐水研

磨紙3000番まで湿式研磨を行うことで、試験片断面を鏡

面仕上げした。速度論的検討を目的とし、表面から深さ30 

µmで測定した。7点の測定を行い、最大値・最小値の各

1 点ずつ、計 2 点を除外した 5 点平均を各時間の硬さと

して整理した。試験機には島津製作所製 HMV-G を用い

た。試験条件は試験荷重245 mN、保持時間15 sとした。 

WJPとBuffの施工や応力緩和による試験片表面近傍の

結晶方位の変化を調査するため、電子後方散乱回折法

(Electron Backscatter Diffraction：EBSD)による結晶方位解析

を実施した。試験片を切断面に対して耐水研磨紙3000番

まで湿式研磨を行い、1 µmダイヤモンドペーストにてバ

フ仕上げを行うことで観察面を鏡面仕上げした。電解液

20 %硫酸メタノールで電解研磨を行い、組織観察用試料

を作製した。EBSDの測定条件は、加速電圧20 kV、照射

電流 15 nA 程度とし、倍率およびステップサイズは応力

改善工法施工材で 150 倍、3 μm、冷間圧延材で 500 倍、

0.5 μm とした。結晶方位解析情報から、結晶方位を示す

逆極点図 IPF (Inverse Pole Figure)マップ、隣接ピクセル間

の結晶方位差を表す KAM (Kernel Average Misorientation)

マップおよび同一結晶粒内の方位差を平均した局所方位

差をあらわすGOS (Grain Orientation Spread)マップ、同一

結晶内で基準方位に対する場所ごとの方位差を示す

GROD (Grain Reference Orientation Deviation)マップを取得

した。 

空孔型欠陥の測定には、陽電子寿命法を用いた。陽電子

寿命法は、電子の反粒子である、陽電子が材料中の電子と

対消滅するまでの時間から、材料中に存在する空孔型の

ナノ欠陥（原子空孔、転位など）を非破壊で評価可能な方

法である。陽電子を用いた欠陥検出の概念図を Fig. 1 に

示す。陽電子は正の電荷を持つため、空孔型欠陥が存在し

ない場合は、正の電荷を持った原子核から離れた格子間

位置で消滅する。材料中に空孔型欠陥が存在すると、そこ

にトラップされた後に周囲の電子と対消滅する。陽電子

の寿命は電子と陽電子の出会う確率、すなわち電子密度

と陽電子密度の積に反比例する。欠陥位置では、格子間位

置と比較して電子密度が小さいため、その時の空孔型欠

陥が材料中に存在すると、陽電子寿命が長くなる。また、

格子欠陥の密度が高くなるほど欠陥位置にトラップされ

消滅する陽電子の割合が高くなるため、陽電子寿命が増

加する[10-12]。 

陽電子寿命測定にはTeledyne Lecroy製デジタルオシロ

スコープWave Runner 610ZiとBaF2シンチレータをマウ

ントした 2 対の光電子増倍管で構成された測定システム

を用いた。陽電子線源としては日本アイソトープ協会製

Na-22 薄膜陽電子線源NA351 を用い、2 枚の試料で挟み

込んだ状態で室温の大気雰囲気中にて陽電子寿命測定を

行い、300万カウントの陽電子寿命スペクトルを収集した。

純ニッケルに対する陽電子寿命スペクトルを

RESOLUTION [13]で解析することによって、測定システ

ムの時間分解能177 ps、線源成分陽電子寿命397 ps、相対

強度 15 %と決定した。これらのパラメータは

POSITRONFIT Extended [14]を用いた、以後の陽電子寿命

スペクトル解析に用いた。陽電子消滅法による測定され

る領域の直径は約 5 mm であった。Ni 基合金への Na-22

陽電子線源から放出される陽電子の侵入深さ分布の計算

結果をFig. 2 に示す。陽電子の侵入深さは30～40 µmに

最も集中していることがわかる。 

 

Table 1 Chemical composition of alloy 600 (mass％). 

 

 

 

Fig. 1 Schematic diagram of positron annihilation lifetime 

technique. 

 



 

Fig. 2 Positron penetration depth for Inconel alloy. 

 

3. 硬さ低下挙動の速度論的検討 

3.1 熱時効に伴う硬さ低下現象 

機械加工なしのWJPとバフ研磨施工材について、加

工表面からの深さ方向の硬さ分布を測定した結果を

Fig. 3に示す。図には、母材硬さの平均値（170 HV）を

破線で示している。WJPおよびバフ研磨の両方で表面

の硬さが高く、表面から試料内部へむかって硬さは低

下しており、加工表面から深さ 0.5 mm の位置では母

材硬さまで低下していた。また、表面近傍では、バフ

研磨に比べて WJP による試料表面硬さが高くなって

いた。また、WJP とバフ研磨施工材に対して、

440 ℃/50hで熱時効を行い、硬さの測定結果をFig. 4に

示す。熱時効による硬さの低下が見られた。 

 

 

Fig. 3 Depth distribution of hardness of WJP and Buff 

before thermal aging. 

 

Fig. 4 Depth distribution of hardness of WJP and Buff after 

thermal aging. 

 

3.2 硬さ低下挙動の速度論的検討方法 

硬さの低下を扱うにあたり、得られた硬さの結果から

硬さの低下率を求めた。本検討では、硬さ低下率として、

以下の式(1)を定義した。得られた結果について、式(2)に

基づき、Johnson-Mehlプロットを行い、その結果から得ら

れた速度定数について、Arrheniusプロットを行った。  

 

 

ここで、f：硬さの低下率、HVaged：各条件下での熱時効後

硬さ(HV)、HVbefore：熱時効前硬さ、HVafter：緩和完了後硬

さである、K：速度定数(s-1)、t：時間(s)、n：アブラミ指数

である。式(2)を整理し、両辺に 2 回ずつ対数をとると、

以下の式(3)が得られる。 

 

式(3)をもとに、Johnson-Mehl プロットを行った。得られ

た傾きが nとなる。一方、一般に速度定数Kは以下の式

(4)に示すArrhenius型の式で示される。 

 

ここで、K0：定数(s-1)、Q：活性化エネルギー(J/mol)、R：

気体定数(8.314 J/mol·K)、T：温度(K)である。式(4)に対し

て両辺に自然対数をとると、以下の式(5)が得られる。式

(5)を用いて、Arrheniusプロットを行った結果よりQ、K0

を求めた。 



 

 

以上で得られた結果に基づき、各応力改善工法における

硬さ低下挙動の速度論的検討を行った。 

 

3.3 熱時効に伴う硬さ低下挙動に関する速度論的

検討 

WJP とバフ研磨施工材に対して熱時効に伴う硬さの低

下挙動を調査した。硬さ測定結果をFigs. 5- 6 に示す。図

中上の破線は熱時効前の硬さを、下の破線は熱時効完了

後の硬さを表す。各時効温度において、硬さは低下してお

り、時効温度が高いほど早期に硬さの低下が生じたこと

がみられる。 

WJP とバフ研磨施工材各条件において熱時効後の硬さ

について、式(1)を用いて硬さ低下率 f を求めた後、式(2)

に基づき Johnson-Mehl プロットを行った結果を Figs. 7-8

に示す。また、Johnson-Mehl プロットから得られた結果

について、式(4)に基づきArrheniusプロットを行った結果

をFigs. 9-10に示す。同一の直線にのっているため、速度

はArrheniusの式で整理できることが分かった。 

 

 

Fig. 5 Hardness reduction behavior of WJP processed 

samples during thermal aging. 

 

 

Fig. 6 Hardness reduction behavior of buffing processed 

samples during thermal aging. 

 

Fig. 7 Johnson-Mehl-Avrami plots of hardness reduction 

behavior of WJP processed samples. 

 

 

Fig. 8 Johnson-Mehl-Avrami plots of hardness reduction 

behavior of buffing processed samples. 

 

 

Fig. 9 Arrhenius plots of hardness reduction behavior of 

WJP processed samples. 

 

 

Fig. 10 Arrhenius plots of hardness reduction behavior of 

buffing processed samples. 

 



以上の結果より、Johnson-Mehlプロットから得た傾きn

と、Arrheniusプロットから得たQとK0の値をTable 2に

まとめた。WJP とバフ研磨施工材に対して、時間指数 n

と活性化エネルギーQ は 2 工法とも同等の値を示してい

ることから、同じメカニズムによって硬さの低下が生じ

ると考察できる。 

 

Table 2 Comparison of constants． 

  Buff WJP 

n 0.3105 0.3243 

Q (kJ/mol) 119.16 116.21 

K0 (s-1) 1.234 × 105 1.902 × 105 

 

4．EBSD結晶方位解析による熱時効前後のひず

み分布比較 

WJP とバフ研磨施工材の加工面近傍のひずみ分布を調

査するため、切り出し後の試験片断面組織に対してEBSD

結晶方位解析を実施した。いずれのマップにおいても上

部が試験片加工表面であり、表面から約500 µmの範囲で

解析した。 

熱時効前後のWJPおよびとバフ研磨施工材のEBSD解

析結果をFig. 11に表す。熱時効前、両工法の施工面付近

ひずみの導入が見られる。しかし熱時効後、WJP および

とバフ研磨のいずれの工法においてもKAM値やGOS値、

GROD 値の分布の仕方に熱時効に伴う大きな変化は見ら

れなかった。従って、WJP およびとバフ研磨施工材に対

して、熱時効後ひずみが残存し、熱時効によるマップ上の

変化は小さいことが分かった。 

 

 
Fig. 11 Crystal orientation maps of WJP and buffing 

processed samples before and after thermal aging. 

 

 

5. 陽電子寿命の変化検討 

試験片内の空孔型欠陥量の把握のため、陽電子消滅寿

命法を用いて陽電子寿命の計測を行った。熱時効前の

WJPとバフ研磨施工材の陽電子寿命をFig. 12に示す。両

方とも溶体化処理材(ST)よりも大きくなっており、応力改

善工法により空孔型欠陥が導入されていることがわかる。

また、バフ研磨施工材に比してWJP施工材のほうが大き

いことがわかる。これより、WJP においてバフ研磨を上

回る空孔型欠陥が導入されていることが伺える。 

また、340 ℃/50 hの条件における熱時効後のWJPとバ

フ研磨施工材に対しても陽電子寿命を計測した。その結

果をFig. 13に示す。熱時効によって2工法の陽電子寿命

は低減したが、340 ℃/50 hの熱時効後においても ST材

と比較して陽電子寿命は高い値を示しており、熱時効後

においても格子欠陥の存在が確認された。 

陽電子寿命計測で得られたスペクトルを3成分解析し、

全空孔型欠陥に対する転位と空孔の比率および量を算出

した。熱時効に伴う転位密度の変化をFig. 14に示してい

る。熱時効によって転位密度は低減したが、熱時効後にお

いてもST材より高い値を示しており、熱時効後において

も格子欠陥の存在が確認された。 

 

Fig. 12 Positron lifetime comparison between WJP and 

buffing. 

 

 

Fig. 13 Positron lifetime comparison before and after 

thermal aging. 

 



 

熱時効前後のWJPとバフ研磨施工材の転位と空孔の割

合（相対強度）をそれぞれFig. 15とFig. 16に表す。また、

熱時効前後における転位と空孔の量の変化をTable 2に示

す。熱時効によって転位量と空孔量の両方の減少が確認

できるが、WJP 施工材熱時効前では転位と空孔の割合が

約 1:1であったが、熱時効後には転位の割合が約 90 %を

占め、空孔の割合が約2 %に低減した。つまり、熱時効に

よって空孔が大量に消滅し、転位が部分的に残存してい

ることになる。また、バフ研磨施工材に対して、熱時効前

では転位の割合が高いであり、熱時効後には空孔はほぼ

全部消滅し、転位はまた約 3 分の１が残っていることが

分かった。つまり、WJP とバフ研磨応力改善工法の施工

材に対して、熱時効によって空孔が大量に消滅し、転位が

部分的に残存していることになる。 

 

 

Fig. 14 Dislocation density comparison before and after 

thermal aging. 

 

 

(a) WJP 

 

(b) Buffing 

Fig. 15 Relative intensity and lifetime of lattice defects 

before thermal aging. 

 

(a) WJP 

 

(b) Buffing 

Fig. 16 Relative intensity and lifetime of lattice defects after 

thermal aging. 

 

Table 2 Dislocation density and vacancy concentration 

before and after thermal aging.  

 

 

6.応力緩和のメカニズム検討 

以上の結果から熱時効による硬さの低下挙動は

Johnson-Mehlの式に従っており、その速度はArrheniusの

式で整理できることが分かった。そして得られたn、Q値

が同等であることから、同じメカニズムによって硬さの

低下が生じると考えられる。また、先行研究[6]では硬さ

の低下挙動の速度論により残留応力緩和の速度論を議論

できることがわかっており、同様の残留応力の低下挙動

を示すと考えられる。 

硬さ低下現象の活性化エネルギーQ は、律速する機構

により値が異なることが知られている。純Ni や Ni 基合

金の活性化エネルギーについて、門間らは純Niの自己拡

散の活性化エネルギー、284.5 kJ/molという結果が得られ

たと報告した[15]。Wuttig らは、純 Ni について、転位に



沿った拡散の活性化エネルギーとして 154.3 kJ/mol とい

う結果が得られた[16]。また、Wyciskらは、純Niについ

て、空孔の消滅の活性化エネルギーとして119.6 kJ/molと

いう結果が得られたことを報告した[17]。本研究により得

られた活性化エネルギーは、格子拡散や再結晶、定常クリ

ープより明らかに低く、転位拡散や単一空孔の移動を対

象とした場合に得られた活性化エネルギーとほぼ同様で

あることが確認できる。ここで、回復とは、種々の加工に

より生じた転位が高温環境下において転位の再配列また

は消滅を起こす現象であり、これらは転位芯での原子の

移動や空孔の移動、それに伴う消滅等によりなされる。こ

のことからも、本研究の硬さの低下が回復に起因するも

のであることが考えられる。 

また結晶方位解析では、 応力改善工法によって導入さ

れたひずみが熱時効によるわずかに緩和される様子が見

られたものの、母材に比べ大きなひずみが残存する結果

となった。先行研究において、応力改善工法によって導入

された圧縮応力については、熱時効による緩和が起こる

ものの、その応力は長期的に安定するという報告が多数

寄せられている。つまり、導入された応力には緩和する部

分と緩和しない部分があると考えられる。   

従って、応力改善工法による導入された残留応力の緩

和メカニズムを模式的にFig. 17に示すように推測できる。

まず、応力改善工法により空孔および転位を導入される。

熱時効の初期、導入された空孔が大幅に消滅、転位の一部

が減少する。しかし熱時効が長期保持する時、転位の中に

は消滅せずに一部は再配列するなどを行い、比較的安定

な形で残存する可能性が考えられる。このように残存す

る転位が原子力プラントの運転時の高温保持過程におい

ても応力改善工法の施工部に導入された残留応力が長期

に渡る安定的な残存に寄与するのと推察される。 

 

  

Fig. 17 Mechanism of residual stress introduction and 

residual stress relaxation during thermal aging. 

 

7.結言 

本研究では、応力改善工法によって導入された圧縮残

留応力の緩和挙動を明確にするため、機械加工を施して

いない WJP とバフ研磨施工材に対して硬さ試験、EBSD

による結晶方位解析、陽電子寿命計測を行い、熱時効によ

る残留応力緩和挙動への影響を調査した。その結果から

残留応力の長期安定性と初期緩和のメカニズムについて

検討した。得られた主な結果を以下に示す。 

(1) WJP とバフ研磨施工材に対して、熱時効に伴う硬さ

の低下挙動は Johonson-Mehlの式に従っており、その

速度はArrheniusの式を使って整理できることがわか

った。 

(2) EBSD 結晶方位解析より、WJP とバフ研磨の施工に

よってひずみが導入されていることが確認された。

また、熱時効による大きな変化はみられなかった。 

(3) WJP とバフ研磨施工材において、熱時効による陽電

子寿命の低下が見られたが、溶体化処理材に比べて

大きな陽電子寿命が維持されていることから、熱時

効後も格子欠陥が残存していると推測された。 

(4) 応力改善工法の施工材における熱時効に伴う空孔の

大幅な減少と転位の残存から、初期緩和は主に空孔

の消滅によるものであり、部分的な転位の残存によ

り長期安定であることが推測される。 
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